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（為替ヘッジなし）（年1回決算型）／（為替ヘッジあり）（年1回決算型）
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「がんを治したい」 この願いをかなえるために挑戦する企業を応援したい

1最終ページの「一般的な留意事項」を必ずご覧ください

投資者の皆さまへ

平素は、弊社投資信託をご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。

弊社では、追加型株式投資信託 『東京海上・がんとたたかう投信』 （以下、「当ファンド」）の運用

管理費用（信託報酬）のうち弊社が得た運用者（委託者）報酬の一部を、がん治療法の研究支援を

目的として、京都大学と弘前大学へ寄付したことをお知らせいたします。

なお、当ファンドの主要投資対象である外国投資証券「カンドリアム・エクイティーズ・Ｌ・オンコロ

ジー・インパクト」においても運用者報酬の一部をがん研究施設等に寄付しております。

当ファンドでは、今後もがん関連企業の株式への「投資」と、がん治療の研究機関等への「寄付」と

いう２つの取り組みを通じ、持続的ながん治療の発展を後押しし、社会貢献につなげていきたいと

考えております。

引き続き当ファンドをご愛顧賜りますよう、お願い申し上げます。

京都大学医学部附属病院

次世代医療・iPS細胞治療研究センター（Ki-CONNECT）

弘前大学大学院医学研究科

分子輸送学講座

※寄付金は、当社が得た当ファンドの運用者報酬から支払われています。当ファンドへのご投資にあたり、
寄付を目的とした費用等を受益者さまにご負担いただくことはありません。

寄付の概要

運用管理費用（信託報酬）の一部寄付実施のご報告

寄付先

寄付額 各65万円 計130万円
（2022年7月1日～2023年6月30日において弊社が得た当ファンドの運用者報酬の一部）



 投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されている
ものではなく、投資元本を割り込むことがあります。

 運用による損益は、全て投資者に帰属します。

 投資信託は預貯金や保険と異なります。

 ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

価格変動リスク

株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績・財務状況、市場の需給等を反映して変動しま

す。株価は、短期的または長期的に大きく下落することがあります（発行企業が経営不安、

倒産等に陥った場合には、投資資金が回収できなくなることもあります。）。組入銘柄の株

価が下落した場合には、基準価額が下落する要因となります。

特定のテーマへの
集中投資リスク

ファンドは、がん関連企業の株式に集中的に投資するため、幅広い業種・銘柄に分散投資
を行うファンドと比較して、基準価額の変動が大きくなる可能性があります。

為替変動リスク

外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変動の他、当該外貨の円に対する為替

レートの変動の影響を受けます。為替レートは、各国・地域の金利動向、政治・経済情勢、

為替市場の需給その他の要因により大幅に変動することがあります。組入外貨建資産に

ついて、当該外貨の為替レートが円高方向にすすんだ場合には、基準価額が下落する要

因となります。

なお、「為替ヘッジあり」は原則として為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を図ります

が、為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。また、円金利がヘッジ対象

通貨建ての金利より低い場合、これらの金利差相当分のヘッジコストがかかります。ただ

し、為替市場における需給の影響等によっては、金利差相当分以上のヘッジコストがかか

る場合があります。

カントリーリスク

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、ま

たは取引に対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想以上に下落したり、

投資方針に沿った運用が困難となることがあります。

また、投資対象国・地域には新興国が含まれています。新興国を取巻く社会的・経済的環

境は不透明な場合もあり、金融危機、デフォルト（債務不履行）、重大な政策変更や様々な

規制の新たな導入等による投資環境の変化が、先進国への投資に比べてより大きなリス

ク要因となることがあります。

さらに、新興国においては市場規模が小さく流動性が低い場合があり、そのため組入資

産の価格変動が大きくなることがあります。

流動性リスク

受益者から解約申込があった場合、組入資産を売却することで解約資金の手当てを行う

ことがあります。その際、組入資産の市場における流動性が低いときには直前の市場価格

よりも大幅に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。この場合、基準価額が下落

する要因となります。

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

ファンドの主なリスク

最終ページの「一般的な留意事項」を必ずご覧ください
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

お申込みメモ

※作成日時点のものであり、変更になることがありますのでご留意ください。

最終ページの「一般的な留意事項」を必ずご覧ください
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

投資者が直接的に負担する費用（購入時・換金時）

購入時手数料 購入価額に3.3％（税抜3％）の率を乗じて得た額を上限として販売会社が個別に定める額とします。

換金手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用（保有時）

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドが投資対象とする外国投資証券の信託報酬を加えた実質的な信託報酬率は、信託財産の純資産総

額に対し、年率1.877％程度（税込）（注）となります。

ファンドの信託報酬率 ：年率1.177％（税抜1.07％）

投資対象とする外国投資証券の信託報酬率：年率0.7％

（注）ファンドが投資対象とする外国投資証券の信託報酬を加味して、投資者の皆様が実質的に負担する

信託報酬率について算出したものです。

その他の費用・
手数料

以下の費用・手数料等がファンドから支払われます。
・ 監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用
ファンドの純資産総額に年率0.011％（税込）をかけた額（上限年99万円）を日々計上し、毎計算期間の
最初の6ヵ月終了日および毎計算期末または信託終了の時にファンドから支払われます。

・ 組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料
・ 資産を外国で保管する場合にかかる費用
・ 信託事務等にかかる諸費用
・ 投資対象とする外国投資証券における諸費用および税金等

※監査にかかる費用を除く上記の費用・手数料等は、取引等により変動するため、事前に料率、上限額等を
表示することができません。

※上記の手数料等の合計金額については、保有期間等に応じて異なりますので、事前に表示することができません。

ファンドの費用

販売会社（作成日時点）

※株式会社池田泉州銀行、池田泉州ＴＴ証券株式会社、株式会社愛媛銀行は、東京海上・がんとたたかう投信（為替ヘッジなし）（年1回決算型）
のみのお取扱いとなります。※販売会社によっては、現在、新規申込みの取扱いを中止している場合があります。

日本証券業協会
一般社団法人

日本投資顧問業協会
一般社団法人

金融先物取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

株式会社 池田泉州銀行 登録金融機関　近畿財務局長（登金）第6号 ○ ○

池田泉州ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者　近畿財務局長（金商）第370号 ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局⻑（⾦商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ証券 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者
株式会社 ＳＢＩ証券）

登録金融機関　関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社 愛媛銀行 登録金融機関　四国財務局長（登金）第6号 ○

OKB証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局⻑（⾦商）第191号 ○

おかやま信用金庫 登録金融機関　中国財務局長（登金）第19号 ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会

最終ページの「一般的な留意事項」を必ずご覧ください
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https://www.tokiomarineam.co.jp

■ 設定・運用 お問い合わせは
商 号 等 ：東京海上アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第361号

加入協会 ：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

一般社団法人第二種金融商品取引業協会

【一般的な留意事項】

●当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。
お申込みに当たっては必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付
目論見書）は販売会社までご請求ください。
●当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
●当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当
資料に掲載された図表等の内容は、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。
●投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、
基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではありません。
●投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産
に生じた利益および損失は、全て投資家に帰属します。
●投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
●投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。
●登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。

販売会社（作成日時点）（続き）

※株式会社 大東銀行は、東京海上・がんとたたかう投信（為替ヘッジなし）（年1回決算型）のみのお取扱いとなります。
※販売会社によっては、現在、新規申込みの取扱いを中止している場合があります。

日本証券業協会
一般社団法人

日本投資顧問業協会
一般社団法人

金融先物取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

十六TT証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局⻑（金商）第188号 ○

株式会社 大東銀行 登録金融機関　東北財務局長（登金）第17号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

西日本シティＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者　福岡財務支局長（金商）第75号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局⻑（金商）第164号 ○ ○

株式会社 三菱ＵＦＪ銀行
（インターネット専用）

登録金融機関　関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

株式会社 山形銀行 登録金融機関　東北財務局⻑（登金）第12号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会
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